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1990年代におけるチップ生産構造の再編
一岩手県の広葉樹チップ生産を事例に-
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論文

本稿の課題は紙パルプ資本の国内資源からの後退局面におけるチップ生産構造をチップ産業の実態把握を通じて

明らかにしようとするものである｡90年代以降紙パルプ資本は広葉樹を中心とした輸入チップ体制を構築し国内

資源基盤の位置付けを弱めた｡広葉樹チップの産地である岩手県の事例からは,三菱製紙を除いた各紙パルプ資

本の広葉樹チップ集荷からの撤退がみられ,集荷量の減少,単価の引き下げが相次いで行われるとともに,チッ

プ生産量も激減している｡この結果として,三菱製紙の 1社独占体制が構築されつつあり,,寡占支配の象徴とも

いえる ｢協力会｣の解散が各社で相次ぐなど強固な系列関係が弛緩ないしは解消に向かいつつある｡これに伴い

チップ産業は,チップ生産の経常内合理化が既に限界に適した中で,立木購入から素材購入へ転換 し原料在庫の

リスクを素材生産業に転嫁するとともに,より利潤率の高い製材加工部門-のシフト,間伐材や製材端材等のよ

り安価な原料の確保などの対応がみられ,林業生産構造そのものを歪めつつチップ産業の縮小と新たな淘汰の段

階に至っている｡､
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Ⅰ 課題と背景

戦後紙パルプ産業は逼迫した木材需要のなかで

一貫してチップ産業の支配を通じた国内資源基盤

の確立に努めてきた｡1970年代後半に北米を中心

とするチップ輸入体制を完成させ一旦は国内チッ

プ産業の位置付けを弱めるが,いわゆるチップ

ショックによって再び国内資源及びチップ産業へ

の支配を強めた(1､｡

1990年代に入るとこうした支配体制に変化が生

じる｡チップショックを契機として紙パルプ資本

は海外原料基盤の多角化に乗り出し,1985年以降

の経済の国際化において輸入チップ体制が全面的

に展開することとなった｡また,バブル経済崩壊

以降の紙パルプ資本の新たな再編と海外植林を含

めた環境問題への対応が輸入チップ体制の確立を

加速させた '2'.これにより紙パJt/プ資本にとって

の国内原料基盤の地位は大きく後退し,チップ産

業もまた再編を余儀なくされている(:H｡

以上を背景とし,本稿の課題は紙パルプ資本の

国内資源からの後退局面におけるチップ生産構造
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をチップ産業の実態把握を通じて明らかにしよう

とするものである｡具体的には,①輸入チップ体

制下での紙パルプ資本とチップ産業の関係の変化

について明らかにすること,(参それへの対応とし

てチップ産業の経営構造が如何に変化したかにつ

いて明らかにすること,(卦以上を通じてチップ産

業の再編過程もしくは崩壊過程を明らかにするこ

と,以上の3点を課題としている｡

研究の方法は,第1に輸入チップの増大に伴う

国内チップの生産動向の把握をおこなう｡第2に

広葉樹チップの生産量が全国2位の岩手県におけ

るチップ産業の動向とチップ生産構造の歴史的展

開について整理を行った｡これを踏まえ,第3に

岩手県におけるチップ工場の経営構造について,

特に90年代後半以降の対応についての把握を行っ

た｡分析対象とした広葉樹チップの産地である岩

手県は,広葉樹チップの輸入増大の影響が最も端

的に表れた地域のひとつである｡なお,工場経営

の実態は2000年に行った聞き取り調査に基づいて

いる｡
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Ⅱ 国内チップ生産及びチップ産業の動向

1 チップ生産量の動向

(1)チップ供給量の動向

国産,輸入チップを含むチップ供給量は長期的

には増加の傾向をたどっており,200年において

約3,80万m=忙達している.国産チップと輸入チッ

プの供給量の関係から,チップ供給量の推移は次

の3つの時期に区分できる (図-1)0

第 1期は1974年頃までで,経済の高度成長に

伴って国産チップ,輸入チップともに供給量を急

激に伸ばしていく時期である｡

第 2期は1974年から1985年頃までである｡ 2

度の石油危機を経ながらチップ供給量は増減す

るが,輸入チップが大きく増減する一方で,国産

チップは比較的安定して推移しているのが特徴で

ある｡

第3期は1985年以降で,バブル経済によって

チップ供給量も急速に拡大していく時期である?

輸入チップは再び増加基調に転じ,1989年には国

産チップを上回った｡バブル経済崩壊以降の不

況下においても増加傾向にあり,200年は2.712万

m=‡に達している｡特に広葉樹チップの増加が著し

い … ｡一方それまで横ばいで推移してきた国産

チップは,fX)年代に入って一貫して減少している｡

2000年に1.084万m3となり,供給量に占める国産

チップの割合もまた28.6%となった｡90年代は,

圧倒的な輸入チップ体制下での国産チップ供給の

縮小という新たな段階を迎えている｡
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図-1 チップ供給量の推移

資料 :木材需給報告書より作成
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(2)国内チップ原料の変化

1985年以降のチップ供給構造の変化に伴い,次

の2つの特徴的な変化が見られる｡

ひとつは,チップ生産の中心が広葉樹チップか

ら針葉樹チップへと移行したことである｡1985年

頃まで約1,孤)万m3を前後してきた広葉樹チップの

生産量は90年代以降急速に減少し,1993年には針

葉樹チップの生産量を下回った｡2000年には346

万m=i,チップ生産量に占める割合は320/oとなり,

短期間に生産量が3分の1にまで落ち込んだ｡

もうひとつは,チップ用原料の中心をなしてき

た素材 (原木)から生産される切削チップが急速

に減少したことである｡広葉樹チップの多くは素

材からの切削チップであり,広葉樹チップの減少

を受けた形で素材からのチップ生産量は1990年の

924万mJから2∝氾年の428万m3へと半減した｡

2 チップ工場数等の動向

全国のチップ工場数はピーク時の1971年には

7,941工場であった｡国内生産量が比較的安定して

いた70年代,80年代においても工場数は一貫して

減少をつづけ,2000年現在で2,657工場となって

いる｡

また,この工場数の減少は大幅な従業者数の減

少を伴って進行した｡1970年に29,578人いた従業

者は80年までに16,516人へ,90年には1万人を割

り込み2CXX)年現在では4,872人となっている. 1工

場当たりの従業者数も70年の3.8人から2000年の1.8

人へと減少した｡

このように,チップ産業は70年代以降工場数

の減少を伴いながら一貫 した生産性追求と合理

化が進められおり,今日その最終段階にあるとい

える｡

Ⅲ 岩手県のチップ生産動向とチップ生産
構造の展開

1 岩手県のチップ生産量の動向と特徴

(1)チップ生産量の特徴と素材生産

岩手県のチップ生産は1965年頃から本格化し,

1971年に89万9,α泊m3に達し1回目のピークを迎え

る (図-2)0
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図-2 岩手県における樹種別チップ生産量の推移

資料 :木材需給報告書より作成

生産量の推移における第1の特徴は,石油危機に

より70年代前半に一旦生産量が落ち込んだ時期を

除き,90年代はじめまで基本的に増加基調で推移

してきたことである｡全国の動向における70-80

年代の推移では石油危機以前の水準を上回るこ

とはなかったが,岩手県では80年代後半にピーク

時を大きく上回る100万m3に達した点が特徴的で

ある｡

第2の特徴は,これらの生産量の増大は広葉樹

によって牽引されてきたことである｡00年代末か

ら90年代初頭にかけて広葉樹の割合は常に80%を

上回って推移しており,岩手県は広葉樹チップの

産地として特徴づけられる｡

第3の特徴は,全国動向と等しく90年代には広

葉樹チップの生産量が半減したことである01990

年に83万4,000m3であった広葉樹チップの生産量

は,2(X氾年に44万9仰 m3にまで減少した.これに

より岩手県のチップ生産量そのものも1990年から

の10年間で約40%減少した｡

なお,これらの広葉樹チップの減少は岩手県の

素材生産量にも大きな影響を与えた｡1990年の広

葉樹素材生産量は91万8,OW m3であったが,2(北)午

までに49万7,000m3へと46%減少し,針葉樹の素

材生産量65万8,CKX)m:せ大きく下回った｡

(2)チップ工場数の動向

チップ工場数の動向は,全国動向とほぼ同様に

推移している｡ピークは1974年の247工場である

が,その後一貫して減少傾向にあり,2000年現在

で87工場まで減少している｡

減少の中心は兼業工場で,80年代以降工場数が

急速に減少する中にあって専業工場は工場数を維

持しており,200年においては18%までが専業工

場となっている｡

従業者数も1970年代には1,100人にのほったが,

2000年には204人まで減少した｡ 1工場当たりの

従業者数は23人と,全国動向と同様に合理化が完

了しつつある段階といえる｡

2 岩手県におけるチップ生産構造の展開

次に, 60年代後半から90年代にかけての岩手県

におけるチップ生産構造がいかに展開したかにつ

いて先行研究より整理するoまた,90年代後半以

降の展開について,｢協力会｣の解散の経緯を中

心にまとめた｡

(1)1960年代後半から1970年頃までの構造

チップ産業の創生期といえるこの時期は,工場

敬,生産量ともに増加傾向にあり,船越の整理に

よるとその中で次のようを構造変化があった (5'O

①チップ工場は小規模兼業型から大規模専業もし

くは半専業型-,②広葉樹チップの急増,③1966

年以降の素材からチップ形態-の転換に伴い,集

荷経路は紙パルプ資本が直接原木確保する形から

系列大手チップ工場が原木生産を分担するという

形態へ変化した,とされている｡

1965年を前後して十条製紙,三菱製紙,大昭和

製紙の-3社寡占がはやくも完成した｡原料調達の

確保が重視されたこの期の流通支配の構造は次の

ような特徴を持っていた｡ 1点目は,年間生産量

が5,000 m3以上の大規模工場の系列化を中心とし

た供給工場の掌握である｡2点目は,工場の規模

にかかわらず遠隔地からもチップを調達していた

ことである｡3点目は国有林材生産協同組合を通

じた国有林材の獲得である｡

原料調達を確実なものとするための重要な方法

として,価格の操作や大型工場-の資金の貸し付

け等が行われた｡しかし,この時期のチップ工場

の系列化は必ずしも安定的 ･固定的であったわけ

ではなく,チップ工場の系列化や支配体制が完全

なものではなかったとされている｡

(2)1970年代から80年代前半までの構造

この時期は低成長下において3社寡占による

チップ集荷の支配体制が強化された時期である｡
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相馬の整理によると('i',チップ集荷形態の特徴

的な変化は,パルプ企業の系列ごとに ｢協力会｣

が組織され,特にチップショック以降,協力会に

よる集荷窓口の集約化が進んだ｡

こうした系列が強化されたなかで1981年以降

チップ価格が 5年間据え置かれるなど ｢大きな利

益が上げられないが損もしない｣(7'という状況に

おけるチップ産業の対応は2つ見られたとしてい

る｡ひとつは,生産性の上昇によるコス トの引き

下げである｡設備投資 と人員削減により70年か

ら85年までの間に-人当たりの生産量が 2-3倍

- と上昇 した｡ しかし,これは ｢パルプ企業から

の合理化要請 (チップ価格安定維持)に応えるも

の｣W であったとしている｡ もうひとつは,安

価な原木の安定的確保である｡チップ材か らの

パレット,家具部材の生産を行い原木価格の負担

を軽減するなどの対応がみられた｡

このように,低成長下におけるチ ップ産業は,

系列化が強化される中で主に経営内合理化によっ

て対応してきたことがわかる｡

(3)1980年代後半から90年代前半までの構造

遠藤の90年の整理によると,木材チ ップ資本ク

の原木集荷の事例分析か ら次の点を指摘 してい

る 'n｡第 1点は,木材チップ資本はなおパルプ資

本との系列下において,パルプ資本主導とはいえ

安定的な出荷体制が確保されているということで

ある｡第2点は,チップ資本は国有林材から民有

林材へ と原木集荷先を変化させている点である｡

第 3点目は,この時点ではなお立木購入のメリッ

トが存在し,チップ資本の主な集荷方法は依然と

して立木購入によっているという点である｡

すなわちこの時点では,輸入チップとの競合が

激化 し始めパルプ資本による選別もしくは切 り捨

てが予見されつつも,基本的には80年代の構造が

なお維持されていたといえる｡

同じく遠藤の95年の整理では,バブル経済崩壊

後の不況,円高の定着といったなかで紙パルプ資

本とチップ産業との関係が変化 したことが指摘さ

れている l■…｡第 1点は,これまで強固に形成され

た系列がパルプ資本間での調整によって弛緩 し始

めたという点である｡紙需要が低迷する中で,パ

ルプ資本は納入量,単価 ともに厳 しく制限し始め

たが,一部のチップ業者に対 しては複数のパルプ

資本間で納入量を調整 しチップを買い取るという

ことが行われ始めたというのである｡第 2点は,

チップ価格の下落により,伐出コス トを圧縮でき

ない素材生産業者は立木価格の押 し下げによって

生産を推持 しようとしていることである｡しかし,

｢森林所有者の間にはあまりの立木価格の下落に

販売に対する忌避感が急速に広まっている｣ I."と

し,立木市場が縮小 しつつある点が指摘 されて

いる｡

以上のように,紙パルプ資本の寡占下での流通

支配を特徴としたチップ生産構造は,90年代前半

に至って生産量の減少や単価の下落とともに,

方での安定要素でもあった系列が弛緩 し始めるな

ど,チップ生産構造が大きく転換 し始めたことが

わかる｡

3 90年代後半以降の展開

- ｢協力会｣の解散を中心に-

90年代半ば以降のチップ生産構造の転換を象徴

する出来事 として,｢協力会｣の解散を上げるこ

とが出来る｡

寡占支配の象徴であった ｢協力会｣は,紙パル

プ企業ごとに取引があるチップ生産業者によって

組織された任意団体であるが,既に述べたとお り,

実際は紙パルプ企業主導でチ ップ生産業者を掌

振 し系列化するものであった｡チップ需給が逼迫

した1960年代に相次いで設立され,70年代から80

年代にかけてはさらに系列化を強化 しつつ,原料

集荷基盤 と価格調整弁 としての機能を維持 して

きた｡

しかし,広葉樹チップの輸入体制が確立される

90年代半ば頃から,協力会とそれが果たしてきた

機能について紙パルプ企業の側から見直 しが行わ

れる｡内陸型の工場で国産広葉樹チップを原料基

盤とする三菱製紙北上工場と,それ以外の輸入広
＼

葉樹チップへ と移行した紙パルプ企業では,最終

的に各社ともに協力会は解散するものの,その経

過は異なっている｡

日本製紙,紀州造林をはじめとする各社では,

広葉樹チップの輸入体制の確立とともに,90年代

後半から国産広葉樹チップの集荷から撤退するこ

-30-
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とを視野に入れたチップ工場との取引関係の整理

を開始する｡数量制限,単価の切 り下げの他に,

企業間に'よる受け入れ先の調整などである三国産

広葉樹チップの位置付けが弱まった段階で協力会

は形骸化することとなり,各社が広葉樹集荷を終

了する2000年前後に協力会もまた解散することと

なったのである｡

国産広葉樹チップを原料基盤とする三菱製紙

は,これまで他社よりも系列関係が強く,協力会

への資金援助,チップ工場への立木購入代金の融

資などが行われてきた｡しかし,他社が広葉樹集

荷から後退し始めた結果,事実上1社独占体制が

構築されつつあり,原料獲得が容易になったこと

を背景として新たなチップ集荷体制の構築が始

まっている.具体的には,一部を除いて,チップ

の生産と供給の大部分を自社の子会社であるチッ

プ工場 4ヶ所に集約するという,実質的な一貫生

産体制への移行である｡このことにより,協力会

を維持する必要性が薄らぎ,三菱製紙系列の協力

会もまた1999年に解散した｡

系列下にあったチップ産業にとっては,これま

で少なくとも生産の維持が保証されてきたが,協

力会の解散は,一部のチップ生産業者を除いては,

事実上広葉樹チップの受け入れがいずれ打ち切ら

れることを意味するものといえる.90年代後半以

降の広葉樹チップを中心とした岩手県のチップ産

業は,縮小と再編の過程にあると捉えられる｡

Ⅳ チップ工場の経営実態と近年の対応

以上のように,広葉樹チップをめぐっては,舵

パルプ企業各社の撤退,ないしは1社の独占化と

いうなかで,岩手県内のチップ工場は如何なる経

営対応を迫られているだろうか｡以下では,岩手

県内のチップ工場 5社の経営実態■と近年の対応に

ついて,素材集荷,製品生産及び出荷の面からそ

の特徴を整理した｡なお,調査対象としたチップ

工場の特徴について表-1にまとめた｡

1 A社 ･

(1)経営の特徴

A社は1958年に操業を開始し,1960年代末以降,
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今日の主力であるパレット生産へと移行した｡現

在は,カラマツを中心としたパレット生産とその

端材及び原木からの針葉樹チップ生産,そして広

葉樹チップの生産を行っている｡ この他に,バー

ク堆肥の生産,直営での素材生産を行っている｡

従業員数は,製材及びチップ生産が12名,バー

ク堆肥5名,素材生産 ･作業道開設4名,事務4

名,役員2名の計26名となっている｡

(2)素材集荷の特徴

素材の集荷量は1999年の実績で20,CXX)m:ノ 年と

なっている.その内訳は,立木購入10,∝氾m3,莱

材購入が同じく10,∝氾m3となっている.樹種は立

木購入,素材購入ともに針葉樹 6割,広葉樹 4割

となっているO素材の購入範囲は近隣地域の民有

林が中心である｡素材集荷においでは次の3つの

特徴的な変化が見られた｡

第 1点は,立木購入が減少し素材購入が増加し

ている点である.I1990年における原木集荷約

19,∝沿m.'iのうち,約8割が立木購入部分で占めら

れた｡▲また,そのうち9割が広葉樹であった｡当

時,立木価格が高騰しており,チップ価格も現在

より5割高く,立木購入以外では広葉樹は入手で

きなかったのが主な理由である｡立木購入から素

材購入中心へと移行したのは1997年である｡チッ

プの単価と納入量の減少に伴う立木価格の下落に

より原木の確保が容易になったこと,何よりも立

木価格が下落する状況で立木在庫を抱えることが

不利になったためであるo具体的には,19SK)年に

は広葉樹は1haあたり40-50万円であったが,

1999年には20万円/haにまで低下した｡なお,広

葉樹の立木購入は1999年には行われず,それ以前

に購入した在庫から生産している｡

2点目はA社の特徴的な対応として,対象とす

る資源を広葉樹から針葉樹へと転換しつつあるこ

とである｡針葉樹への移行を決定づけたのは1995

年にカラマツの分収林1200haを立木購入すること

となったことと,経営のもう一方の軸である広葉

樹チップ生産の見通しが不透明になりつつあった

ためである｡このことにより1998年にカラマツ製

材設備を一新し,針葉樹製材中心へと移行したの

である｡

3点日は,チップ工場に素材を納入する業者に
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対する対応の変化である｡これまで素材生産業者

との関係は専属に近い形でほほ固定化 していた

が,1998年以降は広葉樹素材の在庫の状況によっ

ては他工場に納入するよう仕向ける場合が出てく

るなど,国定的関係が弛債 しつつある｡

(3)製品生産の特徴

チップ生産量は9,000トン/年で,うち広葉樹

チ ップが5,800トンノ/午,針葉樹チップが3.200ト

ン/年となっている｡広葉樹チップはほとんどが

切削ナウプであるが,針葉樹については切削チッ

プと背板チップの割合が 5割ずつとなっている｡

出荷先は三菱製紙へ70%,日本製紙-15%,紀

州造林へ15%となっている｡樹種別には,広葉樹

チップは三菱製紙,紀州造林へ,針葉樹チップは

日本製紙へと仕向けられる｡

近年の動向における特徴の 1点目は,内陸型の

工場を持つ三菱製紙以外は受け入れ量を減少さ

せてお り,特に日本製紙は2(X氾年 4月以降広葉樹

チップの受け入れを事実上終了したことである｡

2点目は,日本製紙の広葉樹チップの受け入れ

終了を前に,日本製紙と三菱製紙との間で調整が

行われ,新たに三菱製紙に広葉樹チップを出荷す

るようになったことである｡

3点目はチップ単価の下落である｡広葉樹チッ

プの単価は1999年から2000年までの 1年間で,≡

菱製紙が 3%減,日本製紙13%減,紀州造林 4%

減となった｡

このように,針葉樹製材への移行,紙パルプ企

業主導で異なる系列への広葉樹チップの出荷が行

われるとともに,チップ単価,立木価格の下落の

なかで素材生産業との関係も大 きく変化 している

のが特徴である｡

2 B社

(1)経営の展開

B社は北上山地の中央部に所在 し,国有林資源

を背景 として広葉樹製材 を中心に行ってきた｡

1992年及び1996年に第 3セクター方式による木

材加工 ･集成材加工施設が設立され,現在はそ

こへ供給する製材品;ラミナの生産が中心となっ

ている｡

(2)素材の集荷

表-1 チップ工場の経営の特徴

区 分 A社 B社 C社 D社 E社

所在地 b 北上山地北部 北上山地中央部 岩手県南平野部 岩手県南沿岸部 岩手県南平野部

設立年 1958年 1960年 1970年 1948年

従業員数 26名(パレットl2,バーク 27名 ′ 6名(工場4,トラック1,辛 11名(チップ3,製材3,堆肥5,素材4.事務4,役員2) 務1) ローダー3,運転手3)

原木の集荷 立木購入 10,000m3/ 午 素材購入 21,600mソ 年 素材購入 13,000m3/ 午 立木購入 6,000- 素材購入 l3.00m3/ 午

N:6,000m3.N社カラマ 製材用材:6.000m3,国 素材生産業者約20-50 9,600mソ 年 民有林材
ツ分収林 有林間伐材 業者社から購入 近隣民有林 素材生産業者約30-

L:4,000m3近隣地域農家杯家 チップ用材:15.600m3,国有林等,近隣地域 森林組合から5割(うち7-8割 が針葉樹間伐材) 素材購入し:720rn3/ *,国生協 60業者から購入

素材購入 10,000m3/ 午 素材生産業10業者より N:240-360mソ 年,森

N:6000ln3L:4000m3 購入 林組合からの間伐材

r J }素材生産業者13業者より購入 立木購入 一部 北洋材(シラカバ):1,200m3/ 午南洋材背板:1,200m3/午

チップ生産量 N:5,800トン/午L:3,200トン/午 広葉樹7,200-9,400トン/午針葉樹550-1,700トン/午 13,000m3/ 午 8,000トン/午 6,000トン/午

チップ パレット:12,000m3/ 年 針葉樹製材(ラミナ): 原木の転売360m3/ 午 オガライトラミナ:18,000m3/ 午 6,000-7,200m3/* ラミナ:240-360mソ 年

以外の製品生荏 N杭材:720mソ 月バーク:1,800トン/午L原木の転売:3000m3/午 広葉樹製材:600mソ 年 パレット:600m3/ 午

チップの販売先 Nチップ:日本製紙 70% 三菱製紙(北上,八戸), 大昭和製紙岩沼 75%- Lチップ:三菱製紙 300トLチップ:三菱製耗北上

出所:聞き取り調査より作成
注1:Lは広葉樹,Nは針葉樹
注2:数値は1999年の実績
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素材集荷量は21.600mソ 年で,うち製材用が

6,000m3/ 午,チップ用が15.600m:I/年となって

おり,チップ用材のウエイトが大きい｡樹種は,

製材用の9割がカラマツで,その7割は国有林材

である｡またチップ用はほとんどが広葉樹であり,

これも同様に国有林材である｡

1990年代前半に,立木購入から素材購入中心へ

と移行している｡立木購入は山林管理に手間がか

かるため,現在はチップ用の広葉樹を一部立木で

購入するのみとなっている｡

素材を購入する業者は,国生協,素生協,森林

組合,一般の素材生産業者が10業者となっており,

所在地を中心に隣接する市町村から集荷される｡

(3)製品生産

チップ生産は広葉樹が中心であり,年間7200-

9仰 トンとなっている｡ 針葉樹チップはカラマツ

のラミナ生産の副産物である背板で行っており,

年間550-1 ,7u)トンである｡

出荷先は,広葉樹は三菱製紙北上工場及び八戸

工場-,針葉樹は日本製紙石巻工場等に出荷して

いる｡

B社は三菱製紙に出荷する主力工場のひとつと

して位置付けられており,出荷量は維持している｡

単価は1990年代後半の5年間で20%ほど下落した

ため,設備を更新し,7名いた作業員を3名まで

減らすなどして対応している｡チップ生産の現状

錐持を望む一方で,より高い利潤率を期待できる

製材部門に重点を移行させることで,チップ生産

の変動に依存しない経営体制を構築しつつある｡

3 C社

(1)経営の展開

C社は岩手県南平野部に立地している｡1900年

に操業を開始し,周辺の民有林と国有林から原木

集荷し,広葉樹製材とチップ生産を行っていた｡

しかし,製材用材の中心であった国有林の広葉樹

生産量が減少し,1994年に製材部門を廃止しチッ

プの専門工場となった｡

従業員はチップ生産4名, トラック1名,事務

1名の計 6名となっている｡

(2)素材の集荷

C社は現在素材購入のみを行っている｡立木購
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人は1985年と比較的早い時期に終了している｡原

木集荷量もしくは消費量のピークは1985年頃で年

間17,000～18,000m:であった｡1993年頃までは年

間16,㈱ m=iと維持していたが,その後漸減し現在

年間13,∝沿 m;である.樹種別では,針葉樹が約6

割,広葉樹が4割という構成である｡

素材集荷の特徴の第1点は,森林組合を中心と
ど

して針葉樹の購入が増加していることである｡素

材を購入している業者はおよそ50業者にものぼ

り,不定期な持ち込みが多い中で,全体の5割,

約6,50 m3を近隣の各森林組合から集荷しているo

そしてこれらのうち7- 8割 (4,600-5,200m3)

が針葉樹間伐材である｡森林組合からはこの他に

針葉樹の製材背板を2,600m3購入するなど,針葉

樹の割合を増やしている｡

第 2点は,素材の集荷圏が比較的狭い範囲に

なってきているということである｡素材の出材箇

所は95%が北上山系の民有林であ■り,C社を中心

とした半径40km程からの集荷が多くなっている｡

素材単価の下落から業者は出来るだけ近隣の工場

へ納入する傾向が強まっていることと,岩手県南

部にはチップ工場は3つしかなく,素材単価も大

きく違わないということがもうひとつの背景と

なっている｡

素材の購入価格面からの特徴は,広葉樹価格の

下落幅が小さいのに対し,針葉樹が大きく価格を

下げ,入手も容易になっていることである｡広葉

樹は1991年で11,500円/ トンから2000年に10,500

円/ トンと1,(X氾円の下落にとどまっている.これ

はこの地域で広葉樹が不足気味であることと,早

価を下げると素材業者が素材を持ち込んでこなく

なるためである｡これに対し針葉樹は,1由1年に

9,(X氾円/ トンから2∝氾年に5,(X氾円/ トンと大幅に

下落している｡広葉樹とは対照的に針葉樹が過剰

気味であるためと,間伐補助金等による政策支援

により価格が下がっても材が出てくるためであ

る｡このため,素材購入の割合は針葉樹が多くな

り,特に森林組合からの購入がかつての3割から

5割へと増加したのである｡

(3)製品生産

チップの出荷先は,大昭和製紙岩沼工場に75%,

三菱製紙北上工場に残 りの25%を出荷している｡
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三菱製紙へは全て広葉樹チップを出荷し,大昭和

製紙に対しては7- 8割が針葉樹,残りが広葉樹

となる｡

チップ単価は1991年まではほとんど横ばいで推

移してきた｡具体的には運賃込みの価格で,広葉

樹切削チップが31,000円/ トン,針葉樹切削チッ

プが38.000円/ トン,針葉樹背板チップが30,700

円/トンであった｡これらが1993年頃から3万円

を下回るようになり,以降半年ごとに単価の切り

下げが行われるようになった.2000年現在の単価

は1991年に対し,広葉樹切削チップが25%減,針

葉樹切削チップ25%減,針葉樹背板チップ35%減

となっている｡

単価設定が半年ごとに切 り下げられるように

なったことの他にもうひとつの変化は,納入計画

が短期になったことである｡納期と納入量の設定

は,以前は製紙工場より1年の大まかな計画が示

され,半年もしくは3ケ月ごとに具体的な納入計

画が示された｡これが1995年頃から1ケ月単位と

なり,前の月の25,26日に頃にならないと正確な

数量が示されなくなった｡

こうした状況に対しC社は,①素材単価を切り

下げ間伐材や背板,林道工事などの支障木等安価

な原料の割合を高める,②チップ輸送用のトラッ

クを10トン車から15トン車へ切り替える,などの

対応を行っている｡

このようにC社は,チップ単価が切り下げられ

る中で,素材価格が相対的に高い広葉樹では利潤

が望めないことから,入手が容易で単価の低い針

葉樹や支障木の集荷割合を高める方向-と経営対

応を行っていることが特徴となっている｡

4 D社

(日 経営の展開

D社は1970年に製材業者,素材生産業者等が

チップ生産を行うために組合形式で設立された工

場である｡2000年現在,売り上げに占めるチップ

生産の割合は約60%強と高く,このほかに製材

20%,素材販売15%,バーク等の販売が5%程度

となっている｡

従業員はチップ生産に3名,製材3名,土場で

のローダーのオペレーター1名,トラックの運転
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手4名の計11名である｡

(2).素材の集荷

D社は,素材集荷の主な方法がなお立木購入で

ある点が特徴となっている｡地元の業者から年間

4,5件の民有林,約6.000-9,600m3を立木購入

し,素材生産業者4業者に請け負わせによって伐

出する｡

立木購入を行う理由のひとつは,この地域で広

葉樹が入手しにくいという事情がある｡人工林率

が高く,素材生産業者も針葉樹に移行しているた

め,素材購入が不安定であるためである｡もうひ

とつの理由は,良質材を転売することできるため

である｡チップや製材部門の利益率が低くなって

いるなかで,良質材の転売は利益率が相対的に高

いためである｡

近年の素材集荷に関する変化として次の3点が

上げられる｡

1点目は立木購入範囲の縮小である｡チップ

単価の下落から運賃の負担力が低下したため,

工場から40-50km圏内で立木を確保するように

なった｡

2点目は,1998年頃から原料の競合する業者間

での協力関係が生まれていることである｡近隣の

3業者と競合関係にあったが,素材生産の現場が

工場の近くであれば,お互いにそ~の工場に素材を

供給するようになった｡原料を交換する形で,伝

票上で相殺するという方式である｡

3点目は,針広混交林を他の業者と共同で立木

購入し始めたことである｡具体的には,スギの製

材を行う県南平野部の製材工場と立木購入を行

い,広葉樹はD社が,針葉樹は製材工場が引き取

るというやり方である｡

素材購入についてみると,その購入先は大きく

4つある｡

ひとつは,国生協からの広葉樹の購入で年間

720m:傭人しているo正確には三菱製紙が素材を

買い取り,D社がチップにして三菱製紙に納品す

るという形をとっている｡

2つ目は,森林組合や素材生産業者からの間伐

材の購入である｡ 針葉樹チップ用として購入し,

1m:'あたり5,700-5,800円で240-360m:I/ 年購入

する｡
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3つ目は,北洋材シラカバの購入である｡これ

は,パレット,ラミナ製材用で年間1,200 m3を購

入している｡

4つ日は,南洋材の背板の購入である｡紀州造

林がパレット生産を行った南洋材の背板を購入し

チップにしている｡原木換算で約1,200m 3/ 年と

なっている｡

(3)製品生産

チップの生産量は全体で8,400トン/年である｡

出荷先ごとに見ていくと,三菱製紙へ広葉樹チッ

プを300トン/月,紀州造林べ広葉樹切削チップ

150トン/月と南洋材背板チップ300-350トン/

月,大昭和製紙に針葉樹チップを30-40トン/月

となっている｡

三菱製紙への出荷は,1997年時点では400ト

ン/月あったが,最近 3年間で100トン/月減少

した｡紀州造林では国産チップの割合を減らす方

向にあるOそれに伴って,99年に紀州造林が自ら

行っていたチップ生産を打ち切り,同社で生産し

ていた南洋材パレットの背板処理をD社が行うよ

うになった｡1995年には切削チップのみで400ト

ン/月の出荷があったが,5年間で150トン///月

まで減少した｡

このようにD社は近年チップ生産量を大きく減

少させている｡三菱製紙であってもチップ集荷量

を減少させており,この地域からのチップ集荷を

重視していないことを伺わせ,また紀州造林につ

いても集荷量の減少と自社でのチップ生産を終了

するなど,国産広葉樹チップからの撤退の過程に

ある｡こうした状況下で,D社はチップ生産自体

に利潤を求めることが出来ず,-特徴的な立木購入

によってかろうじて対応している姿がわかる｡

5 E社

(1)経営の展開

E社はC社と同様に岩手県南部の平野部に立地

している｡1948年に製画を中心とする製材業とし

て出発し,1960年代に広葉樹製材とともにチップ

生産を開始した｡1990年ころより国有林材の確保

が難しくなり徐々に事業が縮小し,1997年には国

有林の随意契約がなくなったため,同時に素材生

産部門を廃止した｡これに伴い,製材用の広葉樹
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が入手できなくなったことから1999年に製材部門

を廃止した｡

現在は,広葉樹チップとオガライトの生産を

行っている｡

(2)素材の集荷

原木の集荷は,1997年に素材生産部門を廃止し

て以降全て素材購入となっている｡樹種もまた製

材部門の廃止に伴い全て広葉樹となっている｡

現在,素材集荷のほとんどが民有林からである｡

かつては国有林からの随意契約の占める割合が多

かった｡また,国生協,素生協を経て入手する国

有林材もあったがこれらもほとんど無くなった｡

これらの減少分を民有林材で補ってきたが,1990

年頃に17.(X氾 m:i/ 年あった素材集荷量は1999年にO
は13,∝沿m3/ 年へと減少した｡

取引のある業者数は約30社で,年間を通じて納

入している業者は2社で,3,000m3程度でしかな

い.素材の入手は難しく,残りの10.(X氾m3を森林

組合や建設業者からの小口の納入で賄っている状

況である｡その最も大きな理由は立木価格の下落

である｡19fX)年頃に1m:当たり4.M 円だった立木

価格は現在1 ,(X氾円//m'iにまで下落し,所有者が販

売意欲を失うとともに,この単価で伐採できる山

林が限られてくるためだとしている｡

(3)製品生産

生産したチップは三菱製紙北上工場に全て出荷

しているo出荷量は1980年代には1,∝氾トン/月で

あり,1990年頃までは900トン/月と生産量をあ

る程度維持していた｡その後出荷量が制限され現

在では500トン/月にまで減少した｡同時に工場

の稼働率も6割にまで落ち込んでいる｡

チップ単価もまた下落している｡1985年には広

葉樹切削チップが 1トン当たり32,000円だったも

のが,現在20.α氾～22,(X氾円//トンへと切り下がっ

た｡やはり半年ごとに単価の下方修正が行われて

おり,2000年中に19,000円//トンへと切 り下げが

行われるという提示があった｡

E社は存立基盤であった国有林材の入手が困難

となり,その後の民有林材の確保も不安定で,秦

材獲得の段階での利潤追求が困難となっている｡

その一方で,チップの全てを出荷していた三菱製

紙からは明らかな整理対象となっており,厳しく
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数量と単価を制一限され経営の存立が危うい状況に

ある｡

Ⅴ まとめ

80年代まで生産量を維持してきた国産チップ

は,90年代に入り大きく生産量を減少させた｡工

場数の一貫した減少と令理化がほぼ完了した段階

での国産チップの帝要量の減少はチップ産業の新

たな淘汰をもたらしている｡広葉樹チップの産地

である岩手県においては,その生産量の減少の影

響は顕著に表れており,素材生産量にも大きな影

響を与えている｡

岩手県のチップ生産構造峠,60年代後半以降の

寡占体制が完成し,強固な系列支配によってチッ

プの生産と集荷が行われてきた｡90年代に至るま

で生産量が増加もしくは維持されたのは,紙パル

プ資本にとってチップ産業が不可欠な原料基盤と

して位置づけられてきたためである｡

こうした構造が変貌した輸入チップ体制の確立

という新たな局面におけるチップ工場の実態分析

からは次のことが指摘できる｡

はじめに,紙パルプ資本とチップ産業との関係

については次の2点が明らかとなっ.た｡

ひとつは,厳然とした買い手市場下において

チップ納入量の減少,ある}､は単価の引き下げが

どの工場にも等 しく見られたことである｡特に広

葉樹チップは著しく,集荷を打ち切る紙パルプ企

業が現れてきた｡

もうひとつは,寡占支配の象徴的存在であった

｢協力会｣の解散や紙パルプ資本間での■納入先の

調整など,系列支配が弛緩ないしは解消に向かい

つつあることが改めて確認された｡これらはチッ

プ産業の自律的展開の結果としてではなく紙パル

プ資本主導で生じている｡

こうした三菱製紙を除く･各社の広葉樹チップか

らの撤退が進んでおり,結果として三菱製紙の1

社独占体制が構築されつつある｡これを背景とし,

三菱製紙もまた自ら新たなチップ生産と集荷の機

構の構築に乗り出ILている｡

次に,チップ産業の経営構造の変化について,

特に90年代後半の対応からは次の点が明らかと

なった｡

1点日は,A社,B社に見られるように,資本

力のある工場においては利潤の望めないチップ生

産からより付加価値の高い製材加工部門へ経営の

軸を移行させていることである｡これは同時に広

葉樹から針葉樹への資源基盤の転換を伴って展開

している｡

2点目は原木の入手に関してである･｡･基本的に

はよ一り安価な原木の獲得が追求されているが,育

景となる資源や素材生産業との関係から異なる対

応が見られた｡

ひとつは,広葉樹資源が比較的豊富に存在し素

材生産業との関係が安定している場合 (A社,B

社)で,立木価格もしくは素材価格の引き下げに

よって原木を確保しているタイプである｡

2つ日は,広葉樹資源の獲得と単価切り下げが

難しい場合,製材端材や間伐材などより安価な原

料へと移行したり (C社),特徴的な立木購入行

うなどして (D社),原木入手の段階に利潤を求

めるタイプである｡これらに対し,チップの納入

先との関連で原料転換が出来ず,･かつ素材生産業

との関係も不安定なE社は,安価な原木が確保で

きず衰退の方向にある｡

3点目は,原木獲得の方法が立木購入から素材

購入へと移行したことであるOその理由のひとつ

としてコスト面,事業量の面から伐出部門の確保

が難しくなったことがあげられる｡もうひとつは

立木在庫を抱えることによる含み損の回避であ

り,これまでチップ工場が果たしてきた在庫調整

機能が立木購入によるリスクも含めて素材生産業

に転嫁されたことがあげられる｡

4点目は素材の集荷範囲である｡素材購入が中

心となりチップ工場の素材集荷への関心が低 く

なったため,素材生産業レベルでの分析が必要で

あるが,立木購入をなお行っているD.社の事例か

らは,t輸送コス下の圧縮のために集荷範囲の縮小

や,近隣工場への相互出荷,立木購入の共同化な

ど,伐出 ･運材に関するコスト圧縮のための様々

な対応が見られた｡

以上のように,チップ産業は紙パルプ資本主導

で再編が進んでおり,それは納入量の制限や単価

引き下げを通じた紙パルプ資本によるチップ工場
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の取捨選択によって行われている点に注意する必

要がある｡

もともと低質材を低い付加価値で販売するチッ

プ産業はその商業資本的性格が指摘されていた

が ‖2',生産性追求による利潤獲得が困難な状況に

あっては,必ずしも産業資本としてのチップ産業

として展開するのではなく,より利潤率の高い部

門への移行や利潤を確保できる安価な原木獲得へ

の傾斜を強めながら,チップ産業全体としては縮

小方向へと向かっている｡

こうした傾向は,立木価格の下落や生産性の

向上を伴わない伐出コス トの圧縮といった林業

生産構造全体を歪めつつ展開しており,今後,

林業生産構造に与える影響も含めた分析が必要

といえる｡
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